
応募に際しての注意事項 

 

本章の注意事項に違反した場合、その他何らかの不適切な行為が行われた場合には、

採択の取り消し又は研究開発の中止、研究開発費等の全部または一部の返還、ならび

に事実の公表の措置を取ることがあります。 

また、関係法令・指針等に違反し、研究開発を実施した場合には、研究開発費の配

分の停止や、研究開発費の配分決定を取り消すことがあります。 

 

１．研究倫理教育受講の要件化 

JST事業に申請する研究開発提案者（研究責任者）は、所属機関において研究倫理

に関する教育プログラム等の受講を済ませた上で提案してください。平成26年度に

所属機関で独自の研究倫理講習を受けている方は、研究倫理に関する誓約書を提出

してください。所属機関等でCITI Japan e-ラーニングプログラム等を受講された

場合は、研究倫理に関する誓約書の代わりに、受講修了証を提出してください（い

ずれも平成27年7月6日（月）必着）。期日までに研究倫理に関する誓約書もしくは受

講修了証の提出がない場合は、要件不備とみなし、以後の審査を行いませんのでご

注意ください。なお、所属機関での受講が困難な場合はJSTで対応しますので、速や

かに下記本件相談窓口にご相談ください。 

 

■本件相談窓口 

国立研究開発法人科学技術振興機構 総務部 研究倫理室 

E-mail：ken_kan[at]jst.go.jp 

（スパムメール対策をしています。送信の際は[at]を@に換えてください。） 

※平成 26 年 12 月 27 日（土）～平成 27 年１月４日（日）は年末年始休業となりま

す。 

 

■誓約書又は受講修了証の送付先（平成27年7月6日（月）） 

国立研究開発法人科学技術振興機構 革新的研究開発推進室 

鈴木 PM公募担当 

〒102-0076 東京都千代田区五番町７番地 K's 五番町 JST東京本部別館 

 

 

２．不合理な重複および過度の集中 

不合理な重複・過度の集中を排除するために、必要な範囲内で、応募(又は採択課

題・事業)内容の一部に関する情報を、府省共通研究開発システム(e-Rad)などを通じ

て、他府省を含む他の競争的資金制度等の担当に情報提供する場合があります。また、

他の競争的資金制度等におけるこれらの確認を行うため求められた際に、同様に情報

提供を行う場合があります。 

（別紙） 
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【「不合理な重複」および「過度の集中」に対する措置について】 

 

(ア)「不合理な重複」に対する措置 

研究者が、同一の研究者による同一の研究課題(競争的資金が配分される研究の名称およびその内容

をいう。以下同じ。)に対して、国又は独立行政法人の複数の競争的資金が不必要に重ねて配分される

状態であって次のいずれかに該当する場合、本事業において、審査対象からの除外、採択の決定の取

消し、又は研究費の減額(以下、「採択の決定の取消し等」という。)を行うことがあります。 

1) 実質的に同一(相当程度重なる場合を含む。以下同じ。)の研究課題について、複数の競争的研究資

金に対して同時に応募があり、重複して採択された場合 

2) 既に採択され、配分済の競争的研究資金と実質的に同一の研究課題について、重ねて応募があった

場合 

3) 複数の研究課題の間で、研究費の用途について重複がある場合 

4) その他これらに準じる場合 

なお、本事業への応募段階において、他の競争的資金制度等への応募を制限するものではありませ

んが、他の競争的資金制度等に採択された場合には、巻末のお問い合わせ先(impact@jst.go.jp)まで

速やかに報告してください。この報告に漏れがあった場合、本事業において、採択の決定の取消し等

を行う可能性があります。 
 

(イ)「過度の集中」に対する措置 

本プログラムに提案された研究内容と、他の競争的資金制度等を活用して実施している研究内容が

異なる場合においても、当該研究者又は研究グループ(以下「研究者等」という。)に当該年度に配分

される研究費全体が、効果的・効率的に使用できる限度を超え、その研究期間内で使い切れないほど

の状態であって、次のいずれかに該当する場合には、本事業において、採択の取消し等を行うことが

あります。 

1) 研究者等の能力や研究方法等に照らして、過大な研究費が配分されている場合 

2) 当該研究課題に配分されるエフォート(研究者の年間の全仕事時間に対する当該研究の実施に必要

とする時間の配分割合(％))に比べ、過大な研究費が配分されている場合 

3) 不必要に高額な研究設備の購入等を行う場合 

4) その他これらに準ずる場合 

このため、本事業への応募書類の提出後に、他の競争的資金制度等に応募し採択された場合等、記載

内容に変更が生じた場合は、巻末のお問い合わせ先(rp-info@jst.go.jp)まで速やかに報告してくださ

い。この報告に漏れがあった場合、本事業において、採択の決定の取消し等を行う可能性があります。 

 

(「競争的研究資金の適正な執行に関する指針」(平成 24年 10月 17日改正 競争的資金に関する関係

府省連絡会申し合わせ)より) 
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科学研究費補助金等、国や独立行政法人が運用する競争的資金や、その他の研究助

成等を受けている場合(応募中のものを含む)には、研究提案書の様式に従ってその内

容を記載していただきます 

これらの研究提案内容やエフォート(研究充当率)1等の情報に基づき、競争的資金

等の不合理な重複および過度の集中があった場合、研究提案が不採択、採択取り消し、

又は研究開発費が減額配分となる場合があります。また、これらの情報に関して不実

記載があった場合も、研究提案が不採択、採択取り消し又は研究開発費が減額配分と

なる場合があります。 

 

上記の、不合理な重複や過度の集中の排除の趣旨等から、国や独立行政法人が運用

する、他の競争的資金制度等やその他の研究助成等を受けている場合、および採択が

決定している場合、同一課題名または内容で本プログラムに応募することはできませ

ん。 

 

研究開発提案者が平成 26年度および平成 27年度に他の制度・研究助成等で 1億円

以上の資金を受給する予定の場合は、不合理な重複や過度の集中の排除の趣旨に照ら

して、総合的に採否や予算額等を判断します。複数の制度・助成で合計 1億円以上の

資金を受給する予定の場合は、これに準じて選考の過程で個別に判断します。 

なお、応募段階のものについてはこの限りではありませんが、その採択の結果によ

っては、本事業での研究提案が選考から除外され、採択の決定が取り消される場合が

あります。また、本募集での選考途中に他制度への応募の採否が判明した際は、巻末

のお問合せ先(impact@jst.go.jp)まで速やかに連絡してください。 

 

３．研究開発費の不正な使用等に関する措置 

本プログラムにおいて、研究開発費を他の用途に使用したり、JSTから研究開発費

を支出する際に付した条件に違反したり、あるいは不正な手段を用いて研究開発費を

受給する等、本プログラムの趣旨に反する研究開発費の不正な使用等が行われた場合

には、当該研究課題に関して、研究の中止、研究開発費等の全部または一部の返還の

措置を執ることがあります。また、研究費の不正な使用等を行った研究者等（共謀し

た研究者、不正使用等に関与したとまでは認定されなかったものの善管注意義務に違

反した研究者 2等を含む、（以下同様））に対して、下記の表の通り、本事業への応募

1 総合科学技術・イノベーション会議におけるエフォートの定義「研究者の年間の全仕事時間を

100％とした場合、そのうち当該研究の実施に必要となる時間の配分率(％)」に基づきます。なお、

「全仕事時間」とは研究活動の時間のみを指すのではなく、教育・医療活動等を含めた実質的な

全仕事時間を指します。 
2 「善管注意義務に違反した研究者」とは、不正使用又は不正受給に関与したとまでは認定され

なかったものの、善良な管理者の注意をもって事業を行うべき義務に違反した研究者のことを指

します。 
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及び新たな参加の制限措置、もしくは厳重注意措置をとります。 

 

 

本プログラム以外の、国または独立行政法人が運用する他の競争的資金制度等にお

いて、研究費の不正な使用等を行った研究者等については、当該競争的資金制度等に

おいて応募資格が制限されている期間中、本事業への応募及び新たな参加の資格が制

限されます（不正使用等が認定された当該年度についても参加が制限されます）。 

 

※現在、具体的に対象となる制度につきましては、以下のＨＰをご覧ください。 

http://www8.cao.go.jp/cstp/compefund/kyoukin26_seido_ichiran.pdf 

 

本プログラムにおいて研究開発費の不正な使用等を行った場合、当該研究者および

それに共謀した研究者の不正の内容を、他の競争的資金制度等の担当(独立行政法人

を含む)に対して情報提供を行います。また、本制度において、研究費の不正使用等

を行った研究者や、善管注意義務に違反した研究者のうち、本制度への申請及び参加

が制限された研究者については、当該不正事案の概要（研究者氏名、制度名、所属機

関、研究年度、不正の内容、講じられた措置の内容）について、原則公表します。 

 

なお、本事業において、この不正使用等を行った研究者等に対しては、不正の程度

により、申請及び参加の期間が以下のように制限されます。「申請及び参加」とは、

新規課題の提案、公募に応募すること、共同研究者として新たに研究に参加すること、

進行中の研究課題（継続課題）への研究代表者又は共同研究者等として参加すること

を指します。 

 

 

研究費等の使用の内容等 相当と認められる期間 

１ 研究費等の不正使用の程度が、社会への影響が少なく、

且つ行為の悪質性も低いと判断されるもの 
１年 

２ 研究費等の不正使用の程度が、社会への影響が大きく、

且つ行為の悪質性も高いと判断されるもの 
５年 

３ １及び２以外で、社会への影響及び行為の悪質性を勘案

して判断されるもの 
２～４年 

４ １から３にかかわらず、個人の経済的利益を得るために

使用した場合 
１０年 

５ 偽りその他不正の手段により研究事業等の対象課題とし

て採択された場合 
５年 

６ 研究費等の不正使用に直接関与していないが、善管注意

義務に違反して使用を行ったと判断される場合 
１～２年 
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４．研究機関における管理監査体制、不正行為等への対応について 

○ 公的研究費の管理・監査の体制整備等について 

研究開発機関は、本プログラムの実施にあたり、その原資が公的資金であることを

確認するとともに、関係する国の法令等を遵守し、事業を適正かつ効率的に実施する

よう努めなければなりません。特に、研究開発活動の不正行為 3又は不適正な経理処

理等 4(以下、「不正行為等」という。)を防止する措置を講じることが求められます。 

 

具体的には、「研究活動における不正行為への対応等に関するガイドライン」（平成

26年 8月 26日 文部科学大臣決定）および「研究機関における公的研究費の管理・

監査のガイドライン（実施基準）」（平成 19年 2月 15日文部科学大臣決定・平成 26

年 2月 18日改正）に基づき、研究機関の責任において公的研究費の管理・監査の体

制を整備した上で、委託研究費の適正な執行に努めるとともに、コンプライアンス教

育も含めた不正行為等への対策を講じる必要があります。なお、「研究機関における

公的研究費の管理・監査のガイドライン(実施基準)」及び「研究活動における不正行

為への対応等に関するガイドライン」については、下記ホームページをご参照くださ

い。 

  http://www.mext.go.jp/a_menu/kansa/houkoku/1343904.htm 

http://www.mext.go.jp/b_menu/houdou/26/08/1351568.htm 

 

○「体制整備等自己評価チェックリスト」について 

各研究開発機関 5は公的研究費の管理・監査に係る体制整備等の実施状況等を「体

制整備等自己評価チェックリスト」(以下、「チェックリスト」という。) により定期

的に文部科学省へ報告するとともに、体制整備等に関する各種調査に対応する義務が

あります。 (チェックリストの提出がない場合の研究実施は認められません。) 

新規採択された研究開発機関は原則として、研究開始(委託研究契約締結日)までに、

下記ホームページの様式に基づいて、各研究開発機関から文部科学省研究振興局振興

企画課競争的資金調整室に、府省共通研究開発管理システム(e-Rad)を利用して、チ

ェックリストが提出されていることが必要です。チェックリストの提出方法の詳細に

ついては、下記文部科学省ホームページをご覧ください。 

http://www.mext.go.jp/a_menu/kansa/houkoku/1332876.htm 

 

他事業の応募等により、前年度以降にチェックリストを提出している場合は、委託

3研究開発活動において行われた捏造、改ざん及び盗用 
4研究費等を他の用途に使用した場合、虚偽の請求に基づき研究費等を支出した場合、研究補助員

等の報酬等が研究者等の関与に基づき不正に使用された場合、その他法令等に違反して研究費等

が支出された場合、又は偽りその他不正の手段により研究事業等の対象課題として採択された場

合等。 
5研究開発提案者が所属する研究開発機関のみでなく、研究費の配分を受ける主たる研究開発担当

者が所属する研究開発機関も対象となります。 
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研究契約に際して、新たに提出する必要はありませんが、チェックリストは公的研究

費の管理・監査のガイドラインにおいて年1回程度の提出が求められておりますので、

翌年度以降も継続して実施する機関は、改めてその提出が必要となります。 

なお、平成 26年４月以降に、チェックリストが新たな様式に変更され、再度、新

様式による提出が必要となる予定です。文部科学省からの周知に十分御留意してくだ

さい。 

チェックリストの提出に関する周知は、文部科学省のＨＰおよび e-Radに登録され

た「事務代表者」宛てのメール連絡により、行われる予定です。 

チェックリストの提出にあたっては、e-Rad の利用可能な環境が整っていることが

必須となりますので、e-Rad への研究機関の登録手続きを行っていない機関にあって

は、早急に手続きをお願いします。登録には通常 2 週間程度を要しますので十分ご

注意ください。手続きの詳細は、以下の e-Rad所属研究機関向けページの「システム

利用に当たっての事前準備」をご覧ください。 

http://www.e-rad.go.jp/shozoku/system/index.html 

 

※ チェックリストの提出依頼に加えて、ガイドラインに関する説明会・研修会の開

催案内等も文部科学省より電子メールで送付されますので、e-Rad に「事務代表者」

のメールアドレスを確実に登録してください。 

※ チェックリストは、文部科学省の案内・ＨＰで最新情報を確認の上、作成くださ

い。また、研究機関の監事又は監事相当職の確認を経た上で提出する必要があります。 

・「体制整備等の自己評価チェックリスト」の提出について(通知) 

http://www.mext.go.jp/a_menu/kansa/houkoku/1324571.htm 

・ 体制整備等自己評価チェックリスト 用語解説

http://www.mext.go.jp/a_menu/kansa/houkoku/icsFiles/afieldfile/2011/09/05/1310

714_01.pdf 

なお、平成 26年 2月 18日に改正したガイドラインにおいて「情報発信・共有化の

推進」の観点を盛り込んでいるため、本チェックリストについても研究機関のホーム

ページ等に掲載し、積極的な情報発信を行っていただくようお願いいたします。 

チェックリストの提出の後、必要に応じ、文部科学省(資金配分機関を含みます)によ

る体制整備等の状況に関する現地調査に協力をいただくことがあります。 

 

○ＪＳＴにおける研究開発活動の未然不正防止の取組みへの協力 

研究開発活動の不正行為を未然に防止する取組みの一環として、JSTは、平成 25

年度以降の新規応募による事業に参画し且つ研究機関に所属する研究者等に対して、

研究倫理に関する教材（CITI Japan e-ラーニングプログラム）の履修を義務付け

ることとしました（履修等に必要な手続き等は JSTで行います）。研究機関は対象者

が確実に履修するよう対応ください。 

これに伴い、JSTは、当該研究者等が機構の督促にも拘らず定める履修義務を果た

さない場合は、委託研究費の全部又は一部の執行停止を研究機関に指示します。研究
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機関は、指示に遵って研究費の執行を停止するほか、指示があるまで、研究費の執行

を再開しないでください。 

 

○ 公的研究費の管理条件付与および間接経費削減等の措置について 

公的研究費の管理・監査に係る体制整備等の報告・調査等において、その体制整備

に不備があると判断された、または、不正の認定を受けた機関については、公的研究

費の管理・監査のガイドラインに則り、改善事項およびその履行期限(1年)を示した

管理条件が付与されます。その上で管理条件の履行が認められない場合は、当該研究

機関に対する競争的資金における間接経費の削減(段階に応じ最大 15％)、競争的資金

配分の停止などの措置が講じられることとなります。 

 

○ 不正行為等の報告および調査への協力等 

研究開発機関に対して不正行為等に係る告発等(報道や会計検査院等の外部機関か

らの指摘も含む)があった場合は、不正使用にあっては、告発等の受付から 30日以内

に、不正行為等（不正使用を除く）にあっては、研究機関があらかじめ定めた期間内

（告発等の受付から 30日以内を目安）に、それぞれ告発等の内容の合理性を確認し

調査の要否を判断するとともに、当該調査の要否を JSTに報告してください。 

調査が必要と判断された場合は、調査委員会を設置し、調査方針、調査対象および方

法等について JSTと協議しなければなりません。 

不正使用に係る告発等を受けた場合は告発等の受付から 210 日以内に、調査結果、

不正発生要因、不正に関与した者が関わる他の競争的資金等における管理・監査体制

の状況、再発防止計画等を含む最終報告書について、又不正行為等（不正使用を除く）

に係る告発等を受けた場合は研究機関があらかじめ定めた期間内（本調査の開始後

150日以内を目安）に本調査をとりまとめた調査報告者をそれぞれ JSTに提出してく

ださい。なお、調査の過程であっても、不正の事実が一部でも確認された場合には、

速やかに認定し、JSTに報告する必要がある他、JSTの求めに応じ、調査の終了前で

あっても、調査の進捗状況報告および調査の中間報告を JSTへ提出する必要がありま

す。 

また、調査に支障がある等、正当な事由がある場合を除き、当該事案に係る資料の

提出又は閲覧、現地調査に応じなければなりません。 

最終報告書の提出期限を遅延した場合は、間接経費の一定割合削減、委託研究費の執

行停止等の措置を行います。その他、報告書に盛り込むべき事項など、詳しくは、「公

的研究費の管理・監査のガイドライン」を参照ください。 

 

５．研究活動の不正行為に対する措置 

研究機関は本プログラムへの応募及び研究活動の実施に当たり、「研究活動におけ

る不正行為への対応等に関するガイドライン」（平成 26年８月 26日 文部科学大臣決

定）を遵守することが求められます。 

JSTは研究活動の不正行為（捏造、改ざん、盗用）があった場合は、「研究活動にお
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ける不正行為への対応等に関するガイドライン」に基づく措置を行います。 

なお、「研究活動における不正行為への対応等に関するガイドライン」については、

以下のウェブサイトをご参照ください。 

http://www.mext.go.jp/b_menu/houdou/26/08/1351568.htm 

 

本プログラムの研究課題に関して、研究活動の不正行為が認められた場合には、委

託契約の解除・変更を行い、不正行為の悪質性等に考慮しつつ、研究費の全部又は一

部の返還を求めます。また、次年度以降の契約についても締結しないことがあります。

並びに事実の公表の措置をとることがあります。また、不正行為が認定された日以降

で、その日の属する年度及び以下に定める翌年度以降１年以上 10 年以内の間、本プ

ログラムへの申請及び参加の資格が制限されます。 

 

 

 

不正行為への関与による区分 不正行為の程度 
相当と認めら

れる期間 

不

正

行

為

に

関

与

し

た

者 

１ 研究の当初から不正行為を行う

ことを意図していた場合など、特に

悪質な者 

 １０年 

２ 不正行為

があった研

究に係る論

文等の著者 

当該論文等の責任を

負う著者(監修責任

者、代表執筆者又はこ

れらのものと同等の

責任を負うものと認

定されたもの) 

当該分野の研究の進展への影響や

社会的影響が大きく、又は行為の悪

質性が高いと判断されるもの 
５～７年 

当該分野の研究の進展への影響や

社会的影響が小さく、又は行為の悪

質性が低いと判断されるもの 
３～５年 

上記以外の著者  ２～３年 

３ １及び２を除く不正行為に関与

した者 
 ２～３年 

不正行為に関与していないものの、不正行

為のあった研究に係る論文等の責任を負

う著者(監修責任者、代表執筆者又はこれ

らの者と同等の責任を負うと認定された

者) 

当該分野の研究の進展への影響や

社会的影響が大きく、又は行為の悪

質性が高いと判断されるもの 
２～３年 

当該分野の研究の進展への影響や

社会的影響が小さく、又は行為の悪

質性が低いと判断されるもの 
１～２年 

 

本プログラム以外の、国又は独立行政法人が運用する競争的資金制度等において、研

究活動の不正行為等により制限が行われた研究者については、当該競争的資金制度に

おいて応募資格が制限されている期間中、本プログラムへの申請及び参加の資格が制

限されます。 

本プログラムにおいて、研究活動の不正行為があったと認定された場合、当該研究者

の不正行為の内容を、他の競争的資金等の担当（他府省及び他府省所管の独立行政法

人を含む）に対して情報提供を行うことにより、他府省を含む他の競争的資金制度に
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おいて、申請及び参加が制約される場合があります。 

 

※現在、具体的に対象となる制度につきましては、以下のＨＰをご覧ください。 

http://www8.cao.go.jp/cstp/compefund/kyoukin26_seido_ichiran.pdf 

 

 

６．人権の保護および法令等の遵守への対応について 

研究を実施するにあたって、相手方の同意・協力を必要とする研究、個人情報の取

り扱いの配慮を必要とする研究、生命倫理・安全対策に対する取組を必要とする研究

など法令等に基づく手続きが必要な研究が含まれている場合には、研究開発機関内外

の倫理委員会の承認を得る等必要な手続きを行ってください。 

特に、ライフサイエンスに関する研究について、各府省が定める法令等の主なもの

は以下の通りです(改正されている場合がありますので、最新版をご確認ください)。

このほかにも研究内容によって法令等が定められている場合がありますので、ご留意

ください。関係法令・指針等に違反し、研究を実施した場合には、研究開発費の配分

の停止や、研究開発費の配分決定を取り消すことがあります。 

・ ヒトに関するクローン技術等の規制に関する法律(平成 12年法律第 146号) 

・ 特定胚の取扱いに関する指針(平成 13年文部科学省告示第 173号) 

・ ヒトＥＳ細胞の樹立及び分配に関する指針(平成 21年文部科学省告示第 156号) 

・ ヒトＥＳ細胞の使用に関する指針(平成 21年文部科学省告示第 157号) 

・ ヒトゲノム・遺伝子解析研究に関する倫理指針(平成 13年文部科学省・厚生労働省・経済

産業省告示第 1号) 

・ 疫学研究に関する倫理指針(平成 14年文部科学省・厚生労働省告示第 2号) 

・ 遺伝子治療臨床研究に関する指針(平成 14年文部科学省・厚生労働省告示第 1号) 

・ 臨床研究に関する倫理指針(平成 15年厚生労働省告示第 255号) 

・ 手術等で摘出されたヒト組織を用いた研究開発の在り方について(平成 10年厚生科学審議

会答申) 

・ ヒト幹細胞を用いる臨床研究に関する指針(平成 18年厚生労働省告示第 425号) 

・ 医薬品の臨床試験の実施の基準に関する省令(平成 9年厚生省令第 28号) 

・ 遺伝子組換え生物等の使用等の規制による生物の多様性の確保に関する法律(平成 15年法

律第 97 号) 

なお、文部科学省における生命倫理および安全の確保について、詳しくは下記ホー

ムページをご参照ください。 

ライフサイエンスの広場「生命倫理・安全に対する取組」ホームページ 

http://www.lifescience.mext.go.jp/bioethics/index.html 

 

研究開発計画上、相手方の同意・協力や社会的コンセンサスを必要とする研究又

は調査を含む場合には、人権および利益の保護の取扱いについて、必ず応募に先立っ

て適切な対応を行ってください。 
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７．安全保障貿易管理について(海外への技術漏洩への対処) 

研究開発機関では多くの最先端技術が研究されており、特に大学では国際化によっ

て留学生や外国人研究者が増加する等により、先端技術や研究用資材・機材等が流出

し、大量破壊兵器等の開発・製造等に悪用される危険性が高まってきています。その

ため、研究機関が当該委託研究を含む各種研究活動を行うにあたっては、軍事的に転

用されるおそれのある研究成果等が、大量破壊兵器の開発者やテロリスト集団など、

懸念活動を行うおそれのある者に渡らないよう、研究機関による組織的な対応が求め

られます。 

 

日本では、外国為替及び外国貿易法(昭和 24年法律第 228号)(以下「外為法」とい

う。)に基づき輸出規制(※)が行われています。したがって、外為法で規制されてい

る貨物や技術を輸出(提供)しようとする場合は、原則として、経済産業大臣の許可を

受ける必要があります。外為法をはじめ、各府省が定める法令・省令・通達等を遵守

してください。関係法令・指針等に違反し、研究を実施した場合には、研究開発費の

配分の停止や、研究開発費の配分決定を取り消すことがあります。 

 

※ 現在、我が国の安全保障輸出管理制度は、国際合意等に基づき、主に①炭素繊維

や数値制御工作機械などある一定以上のスペック・機能を持つ貨物(技術)を輸出(提

供)しようとする場合に、原則として、経済産業大臣の許可が必要となる制度(リスト

規制)と②リスト規制に該当しない貨物(技術)を輸出(提供)しようとする場合で、一

定の要件(用途要件・需用者要件又はインフォーム要件)を満たした場合に、経済産業

大臣の許可を必要とする制度(キャッチオール規制)の 2つから成り立っています。 

 

物の輸出だけではなく技術提供も外為法の規制対象となります。リスト規制技術を

外国の者(非居住者)に提供する場合等はその提供に際して事前の許可が必要です。技

術提供には、設計図・仕様書・マニュアル・試料・試作品などの技術情報を、紙・メ

ール・CD・USBメモリなどの記憶媒体で提供することはもちろんのこと、技術指導や

技能訓練などを通じた作業知識の提供やセミナーでの技術支援なども含まれます。外

国からの留学生の受入れや、共同研究等の活動の中にも、外為法の規制対象となり得

る技術のやりとりが多く含まれる場合があります。 

 

経済産業省等のホームページで、安全保障貿易管理の詳細が公開されています。詳

しくは下記をご覧ください。 

・ 経済産業省：安全保障貿易管理(全般) 

http://www.meti.go.jp/policy/anpo/ 

・ 経済産業省：安全保障貿易ハンドブック 

http://www.meti.go.jp/policy/anpo/seminer/shiryo/handbook.pdf 

・ 一般財団法人安全保障貿易情報センター 
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http://www.cistec.or.jp/index.html 

・ 安全保障貿易に係る機微技術管理ガイダンス(大学・研究機関用) 

http://www.meti.go.jp/policy/anpo/law_document/tutatu/t07sonota/t07sonota_jish

ukanri03.pdf 
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